

























































































































































































































































































































































































































































































































ガラス 387．1 63 61．6 42
紙・段ボール 175．7 66 54．8 18
飲料カートン 20．1 31 25．8 6
ブリキ 71．3 36 35．0 26
プラスチック 96．9 39 29．0 9







































































ガラス 0－50 150 150
紙・段ボール 750 無料回収 750
非焼却 300 50－200 350
スチール 焼　却 75 0－50 75
プラスチック 1，500 無料回収 1，500
非焼却 1，500 1，000－1，500 2，500
アルミニウム 焼　却 500 500－1，000 1，000
出典）通商産業省環境立地局［1994］
　さらに、ドイッ・フランス以外にもオランダやベルギーでも同様なシス
テムの導入が検討されている。EUでも包装廃棄物の問題は重視しており、
規制が検討されている｛33）。
154
2．厚生省による包装廃棄物回収制度の提案
　厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄物減量化・再利用専門委員会
は1994年10月に『廃棄物の減量化・再生利用の推進等について』という
報告書をまとめ、その中でわが国でもドイツやフランスのような包装廃棄
物回収制度を創設することを提案した（厚生省生活環境審議会廃棄物処理
部会廃棄物減量化・再利用専門委員会［1994］）。厚生省は現在法制化に向
けて準備中であるという。
　この制度が提案された背景には、ドイッやフランスと同様に包装廃棄物
が廃棄物中に占める割合が高く、しかも本来消費者が必要としているもの
ではなく、大量かつ画一的に生産されているため再生利用が図りやすいと
いった事情がある。
　そこでまず、わが国における包装廃棄物の現状を見てみよう（廃棄物研
究財団［1994］）。東京都（91年）では家庭系廃棄物のうち、包装廃棄物
が32％を占めている。同様に、横浜市（93年度）では容積で61％、湿重
量で30％、大阪市（88年度）では、容積で58％、湿重量で23％、京都市
（94年3月）では容積で56％、湿重量で20％を包装廃棄物が占めており、
軽くてかさばるという包装廃棄物の特徴がよく表われている。
　また、包装容器の生産量も増加の一途をたどっており、91年の生産量は
2200万トンにのぼり、81年度に比べ29％増となっている。また、飲料容
器のワンウェイ化も進み、炭酸飲料におけるびんや缶のシェアの推移を見
ると、56年にはリターナブルびんが70％であったのに、91年には10％に’
まで減少し、代わってPETボトルと缶が全体の80％、残りの10％もワンウ
ェイびんとなっている（廃棄物研究財団［1994］）。
　このような背景から生活環境審議会答申案は、市町村と事業者の協力に
よる包装廃棄物の回収・再利用システムの構築を提言しており、その特徴
は以下のようにまとめられる（厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄
物減量化・再利用専門委員会［1gg4］）。
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①包装容器は、内容物を必要とする消費者からみると内容物に付随して必
要なものではあるが、最終的な目的ではない。
②消費者は排出抑制に努めるべきであるが、消費者の努力のみでは排出抑
制は著しく困難であり、排出者としての責任のすべてを消費者に帰するの
は適当でなく、製造・販売事業者も、廃棄物の潜在的な排出者としてとら
えられる。
　以上の理由から我が国においても、ドイッ、フランスと同様に、製造・
販売事業者が、自ら製造・販売した製品から生じる廃棄物について、一定
の責任を分担することが必要であるとする。しかし、製造・販売事業者が
自ら包装容器の回収を行なうことは、システム全体の効率性の点から必ず
しも適当とはいえず、わが国では分別収集が普及しているので、市町村に
よる収集システムを活用する方が効率的であることから、市町村が分別収
集した包装廃棄物について、製造・販売事業者による引き取りと再生利用
（またはこれらのための費用負担）を行なうシステムの導入を提案してい
る。
　さらにこのシステムを円滑に運営するために、市町村においては計画的
な分別収集体制の整備を進めることが必要であるとし、包装廃棄物以外の
一般廃棄物について処理手数料を徴収することは、結果として包装廃棄物
の分別排出を進めることになるので、従量制による処理手数料の徴収を推
進することが適当であるとする。さらに、引き取られた包装廃棄物と再生
利用能力の間に不整合が生じないよう、再生技術の開発・普及、プラスチ
ック油化施設等の再生利用施設の整備を進める必要があるとする。
　この制度の具体的な内容は次のとおりである。
①市町村は、包装廃棄物の分別収集の徹底に努める。
②製造・販売事業者は、市町村が分別収集した包装廃棄物を引き取り、可
能な限りの再生利用（またはこれらのための費用負担）を行なう。個々の
製造・販売事業者に代わって、事業者等の出費により設立された第三者機
関が、包装廃棄物の引き取り・再生利用を行なうシステムを創設し、製
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造・販売事業者がその費用を支払う仕組みを導入することも検討すべきで
ある。
③市町村から包装廃棄物を引き取った製造・販売事業者または第三者機関
は、これを再生資源利用メーカー等に引き渡す。引き渡しに当たって、包
装廃棄物が市場において売却可能な場合には、市場価格によりこれを売却
し、売却が不可能な場合には、一定の金額（逆有償額）を再生資源利用メ
ーカー等に支払う。
④この他、包装廃棄物の分別収集・再生利用を推進するため、第三者機関
は、付随的な業務として、リサイクル関連施設の整備等に対する助成、分
別収集に関する技術的支援など、分別収集を積極的かつ効果的に行なう市
町村への支援を行なうことも考えられる。
⑤レジ袋など販売段階で付加された包装については、販売事業者が可能な
限り店頭で引き取るか、または第三者機関に費用を支払う仕組みをつく
る。
　以上が生活環境審議会の答申の主内容であり、わが国にもフランスの
EEに似た包装廃棄物回収システムを構築しようとするものである。これ
が実現されれば、従来のわが国にはなかったリサイクルのシステムを社会
に組み込むものであるという点に意義が見出されよう。
消費者
費用の転嫁
一一一一一一一一
販売店で付加
した包装（レ
ジ袋等）の可
能な限りの店
頭引取りの仕
組み
　販売店で付加1
　した包装を事1
　業系廃棄物と1
　して排出
　（有料）
費用の転嫁
引取り
代行
内容物の製造販売
　　事業者
製品を包んだ者
［例えば発売元等］
（輸入品は輸入元）
分別収集を積
極的に行う市
町村への支援
費用の支払い（直接引取りとの間で選択
有価物の売却（市場価格）〔
無価物の引渡し（逆有償）
再生資源利用
メーカー等
出典）厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄物減量化・再利用専門委員会［1994］
　　　　　　　　　　　図3　わが国における包装廃棄物引取りシステムの例（イメージ図）
???
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　3．包装廃棄物回収制度とPPP
　さて、包装廃棄物回収制度はPPPの観点から見た場合にどのように評価
されるのであろうか。
　前述のようにドイツの包装物令では、包装材を使用している商品の生産
者ばかりでなく包装材の生産者、販売者や輸送者までが回収義務を負わさ
れている。これは汚染者（原因者）として、消費者ばかりでなくそのよう
な事業者も含めていると考えられる。これは一見すると、2つの点でPPP
に反するように思われる。1つは、事業者が汚染者であるとみなされてい
ることである。もう1つは、これと対をなすのであるが、包装廃棄物の直
接の排出者は消費者であるが、消費者には明確な義務が課されていないこ
とである。すなわち、汚染者でありながら負担がないことである。第1の
点は、議論を要しよう。消費者が廃棄物として排出したものに、なぜ生産
者が責任を負わなければならないかという疑問が出されることもある。す
なわち、PPPを適用するとしても、汚染者は消費者なのか生産者なのかと
いう問題である〔3％これについてはいろいろな見解があり得、今のとこ
ろ法学者でも明確な見解は見い出せないようである。1つの有力な見解は、
まず、包装物令に規定されている事業者は間接的な汚染者であるというこ
とである。また、包装廃棄物を回避するのは、消費者よりも生産者に義務
を課した方がより効果的に包装廃棄物が減量でき、再生もできるという現
実的判断があると思われる（35）〔36）。いずれにせよ、事業者に回収義務を課
すのはPPPに反したものではなく、スーパーファンド法におけるPRPのよ
うに広く間接責任を問うという性質のものと解釈することができよう（37）。’
　次に第2の点はどうであろうか。消費者は包装廃棄物の直接の排出者で
あるから、何らかの義務が課されてもよいのではないかと考えられる。し
かし、消費者は何の負担もしていないわけではない。まず、GPの使用料
の一部は、商品価格に上乗せされ消費者に転嫁されていると考えられる。
これが消費者の負担である。また、GPのつけられた包装廃棄物を他の廃
棄物と分別し、DSDの回収ボックスまで持っていって投下する時間的精神
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的な手間という機会費用を負担しているのである（38｝したがって、事業者
と比較すると軽いとはいえ、消費者もまた相応の負担をしているとみなす
べきである。したがってこのシステムはPPPに適合しているといえよう。
　次に、フランスの制度はどうであろうか。フランスでも事業者に回収義
務があり、その点ではドイツと同じである。やはり、PPPに適っていると
いってよい。EEはDSDと異なり、事業者は独自に回収ルートを作らずに
自治体の既存の回収システムを利用している。この点でドイッよりも事業
者の負担は軽く、PVの使用料もGPに比べるとかなり割安になっている
（表4参照）。さらにサーマル・リサイクルも認められていることから、負
担の重さという点では、EEに参加している事業者の負担はDSDのそれよ
りもかなり小さい。消費者の負担は、PVの使用料や自治体への援助の消
費者価格の転嫁という点では軽いということになるが、自治体の負担は重
く、それは住民の税金やごみ処理料金に反映されるから、最終的には消費
者の負担は軽いかどうかは不明である。フランスのシステムはPPPに反し
ているわけではないが、事業者の負担の軽重を比較すると、DSDの方が
EEに比べPPPの理念をよりよく具現していると考えられる。
　最後にわが国の場合はどうであろうか。厚生省の見解によると、自治
体・消費者・事業者の三者が責任分担することになるという（植田・金子
［1995］）。消費者・事業者の責務はドイツ、フランスの場合と同様であり、
自治体については分別回収を徹底するという義務が課されることになる
（39）。もっとも、ただ「徹底」といっても努力規定に留まらず、具体的で明
確な規定が必要である。また、事業者の範囲はどこまでかも明確でない。
ドイツのように広範に事業者の責任を問えるのであろうか。この範囲が中
途半端なままでは、PPPに適合しないといえよう。
　さらに、厚生省の提案には重大な欠陥がある。第三者機関が自治体の回
収を援助することが明確でないこと、素材メーカーの買い取り保証もない
こと、および第三者機関は自治体が回収した包装廃棄物を引き取り、それ
を再生資源市場で売却することによって収入が得られるが、これは従来自
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治体に入っていた収入であって、自治体はこれを手放すことになってしま
うことである（4e）。こうしたことから、わが国での事業者負担はフランス
よりはるかに軽く、およそ1～2割程度であるという試算もされている（熊
本［1995］）。わが国の包装廃棄物回収制度の提案を見る限りは、事業者の
負担は、DSDはもちろんEEに比べても軽すぎるという意味でPPPへの適
合性は低いといわざるを得ない。
4．わが国における包装廃棄物回収制度の創設に向けての留
意事項
　DSDやEEという先行事例を参考にして、わが国で同様な制度を創設す
る場合に留意すべき事項を検討する。
　ドイツでは包装物令において、達成すべきリサイクル率を予め設定し、
それを満たすことを条件として、事業者が自力で包装廃棄物を回収・再生
するのではなく、DSDのような代行機関に委託することを認めている（41）。
しかし、リサイクル率を設定することは必ずしも望ましとはいえない（42）。
リサイクル率の設定は一種の直接規制であり、効率性が満たされるとは限
らない。問題は、なぜ、たとえばある素材のリサイクル率が55％であって、
50％や60％ではないのか。その根拠が不明確なことである。再生品に対す
る需要があって、初めてリサイクルが成立する。超過供給のために逆有償
となり、回収業者が倒産するといった事態は珍しいことではない。回収業
者が採算が合うリサイクル率が50％であるとすれば、目標との差である
5％は、いわば「社会的に強制されたリサイクル」（植田［1994b］）を行
なうということになる。さらに植田［1994b］は、逆有償とは「社会的に
強制されたリサイクル」のコストを消費者が負担することであるが、その
コストを消費者だけが負担する理由はない。行政や企業が負担するという
ヶ一スも、三者が共同して負担することもありうるとする（43＞。厚生省案　’
では、「第三者機関が市町村から引き取るのは市場で逆有償のものに限る」
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（熊本［1995、p．78］）というが、その時の費用の負担については不明確で
ある。
　リサイクルを促進するためには、いかに需要を増加させるかがポイント
である。そこで、再生資源の需要を増大させるためには、再生資源使用率
を義務づけるという直接規制もありうるが、「一次原料課徴金」または
「一次原料使用権」を設定してそれを市場で売買できるようにする制度の
創設も考えられ、その方が規制手段として効率的であることはよく知られ
ている（44）。
　わが国でも、ドイッとは異なりフランスのように廃棄物燃焼による熱の
回収であるサーマル・リサイクルあるいはプラスチック油化等のケミカ
ル・リサイクルを認めることになろう。しかし、これらのリサイクル方法
は、あくまで素材としての再利用・再生利用が不可能な場合にとられる補
助的手段として位置づけなければならない。ケミカル・リサイクルやサー
マル・リサイクルが先行し、熱を回収するためあるいは油化のためにより
多くの廃棄物が必要になっては意味がない。
　ドイツ最大の環境団体ブントは、DSDは根本的な解決にはなりえないと
次のように批判しているという（45）。GPはリサイクルしやすい商品である
ことを示すことは確かであるが、これが結果としてワンウェイびんを増や
すことになった。数十回から100回使えるリターナブルびんをわざわざ壊
して、エネルギーを使って再生している。これは無駄遣いである。製造業
者は、「どうせ回収するから」と考えて、1回しか使えない容器をどんどん
作っている、と。この批判は重大である。包装廃棄物回収制度が、かえっ
て、本来あるべきリサイクルの姿を歪め、逆の方向にと進めてしまうから
である。この点については、制度発足後の慎重な検証が必要である。
　いずれにせよ、包装i廃棄物回収制度はあくまで総合的システムの1つの
構成要素として位置づけられなければならず、それだけで廃棄物減量に決
定的な力を持っているとみなすことはできないのである。
　ドイッではDSDをモデルにして、電気・電子製品、印刷物、廃車、建設
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廃棄物についても同様な政令を制定しようと準備しているという（山田
［1992］）。わが国でも包装廃棄物のみでなく、ドイツのように回収義務の
ある廃棄物の対象範囲を広げる必要があろう。
IV　総合的対策の必要性
　廃棄物減量のための優先順位は①廃棄物になり得るものの生産量の減少
②再利用③再生利用④サーマル・リサイクル、ケミカル・リサイクル⑤焼
却⑥埋立、でなければならない。そのためには、廃棄物の発生過程の各段
階において対策を講じることが必要である。いわば、生産者・消費者・行
政がその行動に応じて責任と負担を負わなければならないのである〔ca）。
　したがって、次の政策手法を全て同時に実施すべきである。
①排出段階…従量制による事業系一般廃棄物処理有料化
②回収段階…前述の議論を踏まえた包装廃棄物回収制度
③再使用・再生利用段階…売買可能な一次原料使用権およびその取引市場
の創設
　さらに、これらを補完する手法として、生産段階における製品課徴金
（特に塩化ビニールのような有害廃棄物となりうる物質に対する課徴金）
および排出段階における従量制による家庭系一般廃棄物処理有料化。回収
段階におけるデポジット制の導入（47）およびカーブサイド・コレクション
（48）も効果的な回収のために、導入を検討してもよい。適正処理困難物制
度の拡充も必要である（49）。
　法制度にも不備が目立つ。環境基本法は実効性に疑問がある。廃棄物と
リサイクルの問題は不可分であるから、廃棄物処理法とリサイクル法は統
一された法でなければ意味がない。さらに、環境教育、情報開示、キャン
ペーン等も特に長期的な観点から無視できない。
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　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）　環境政策としての経済的手法についてはOECD［1991，1993］等参照。
（2）　廃棄物対策やリサイクル促進のための経済的手法については、環境庁リサ
　　イクルのための経済的手法検討会［1994］、厚生省経済的手法の活用による廃
　　棄物減量化研究会［1993］に具体的提言がある。友野［1995］は、廃棄物減
　　量のためには経済的手法についての評価を行なっている。
（3）　環境庁リサイクルのための経済的手法検討会［1994］、厚生省経済的手法の
　　活用による廃棄物減量化研究会［1993］。
（4）　原因者負担原則、排出者責任原則と呼ばれることもある。
（5）　厚生省生活環境審議会廃棄物処理部会廃棄物減量化・再利用専門委員会
　　［1994］。
（6）　どちらもOECD［1975］に所収。
（7）　PPPを満たすのは、市場メカニズムを利用した手段だけとは限らないこと
　　に注意。直接規制でもよい。
（8）　OECD環境委員会［1992］参照。
（9）　この主張については加藤［1978］参照。
（10）　宮本［1989］、永井［1973］、都留［1973］参照。
（11）　スーパーファンド法については、小川［1992］、大塚［1994］、東京海上
　　［1992］、富澤［1993］、植田［1989］、吉田［1992］等を参照。
（12）　以下CERCLAとSARAを合わせて「スーパーファンド法」という。
（13）　このような見方については、富澤［1993］参照。
（14）　PPPを「汚染者負担原則」から一歩進んだ、「汚染者処罰原則（Punish
　　Polluter　Principle）」と捉えた方が環境保全には実効性があるとする考え方
　　もある。宮本［1989］参照。
（15）　ラヴ・キャナル事件については秋山［1981］参照。
（16）　厚生省経済的手法の活用による廃棄物減量化研究会［1993］。
（17）　　「廃棄物の処理と清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」と略）では、
　　廃棄物は一般廃棄物と産業廃棄物に分けられ、さらに一般廃棄物は家庭系一
　　般廃棄物と事業系一般廃棄物に分類される。「ごみ有料化」あるいは「ごみ処
　　理有料化」といわれるのは、家庭系一般廃棄物処理の有料化を指すことが多
　　く、本稿でもこの用語法を採る。
（18）　環境庁リサイクルのための経済的手法検討会［1994］では、ごみ処理有
　　料化は、「排出課徴金」とされているが、これは不適切であり「使用者課徴金」
　　が正しい。
（19）　厚生省経済的手法の活用による廃棄物減量化研究会［1993］による。
（20）　公衆衛生院廃棄物研究会［1994］。ただし、以下の「線形方式」という名
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　　称は原文では「一律方式」となっているが、誤解を招くおそれがあるので改
　　めた。
（21）　当初は安く設定し、次第に高くするという「経年有料化方式」も提案され
　　ている。ごみ処理有料化を実施しなければならないのであるならば、住民に
　　受け入れられやすい有効な方法といえよう。安田・副田［1994］。
（22）　出雲市の方式では、無料で配布した袋が余った場合には、市が袋を買い戻
　　すという「売買可能排出権」に準ずる制度となっている。
（23）　熊本［1994b、　p．23］より重ねて引用。ただし一部改。
（24）　環境庁の悪臭苦情件数のまとめによると、1993年度には飲食店や家庭で
　　のごみ焼却による悪臭に対する苦情が前年比40％増の210件と急増した。「朝
　　日新聞」94．12．16付。また、わが国におけるダイオキシン類発生量のうちご
　　み焼却によるものが9割を占めている。除去装置が付いている焼却工場からの
　　排出量が多いが、自家焼却でももちろん発生する（「朝日新聞』94．12．15付）。
（25）　吉田・亀田・田中・穂積［1994］。また佐藤［1994］も参照。
（26）　小林・郡蔦・光村・立花・上野・三本木［1994、p．120］立花（経済団体
　　連合会産業政策部次長）発言：「ユーザーのニーズが変われば産業側の供給
　　も変わる。ごみにならないような買い方が、メーカーや流通サイドもごみに
　　ならないような作り方、売り方に繋がっていくと思う」。
（27）　廃棄物処理法10条他。
（28＞　岡［1993］参照。
（29）　DSDに関する文献は数多い。たとえば、ビアリー［1994］、林［1994］、
　　厚生省生活衛生局水道環境部［1994］、メンクハゥス［1993］、坂田［1993］、
　　佐藤［1993］、竹下［1994］、田中・杉山［1993］、東京海上火災保険［1994］、
　　通商産業省環境立地局［1994］、植田［1994a］、山田［1992］、山下［1993］
　　等を参照。
（30）　DSDはGPのついた廃棄物を回収し、自治体はその他の廃棄物を回収・処
　　理するという二重のシステムになったため、デュアル・システムと命名され
　　た。
（31）　植田［1994a］、厚生省生活衛隼局水道環境部［1994］による。
（32）　DSDと比べ、エコ・アンバラージュを扱った文献は少ない。ギヨン
　　［1994］、厚生省生活衛生局水道環境部［1994］、田中・杉山『［1993］、東京海
　　上火災保険［1994］、通商産業省環境立地局［1994］等参照。
（33）　これについては、後藤・ブラウンガルト［1992］参照。
（34）　後藤［1992］は、包装廃棄物においては消費者が汚染者であるから、製
　　造者・販売者の回収・再生義務はPPPに反するのではないかと思ったという。
　　さらに、ドイツ連邦環境省の担当者が「PPPとの整合性はあまり意識してい
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　　ない」、「今度の政令は、一見しただけではPPPに合っていない」と言ったと
　　している。
（35）　この点は「法と経済学」でいう「最安価損害回避者（cheapest　cost
　avoider）」の概念が適用できるように思われる。最安価損害回避者とは「一
　般に、法は「損害防止費用」が最も安いような損害防止手段を有する者（こ
　　の場合は事業者）に損害を負担させることにするのが、社会的・経済的にみ
　　て最も望ましいということができる。このような最も安価な損害防止手段を
　　有する者を…r最安価損害回避者』という」（小林・神田［1986］79頁、カ
　　ッコ内は引用者）。
（36）　これは「生産物責任」であって、「まず変える影響力を持っている者を義
　　務づけなければならない」という考え方である。これはPL法にいう「製造物
　　責任」とは異なる。ビアリー［1994］および「インタビュー　ヘニング・フ
　　ォン・ケラー博士に聞く”循環経済・廃棄物法”のめざすもの」、r月刊廃棄
　　物」95年1月号36－44頁参照。
（37）　山下［1993］は、「包装物が作られ、最終的に廃棄物となるまでには、製
　　造者、販売者及び消費者といった複数の手を介しており、これら複数の原因
　　者（と考えられる者）の中で、誰に『汚染費用』を負担する法的責任がある
　　のかについて、原因者負担原則から明確な解答を得るのは困難であろう」
　　（p．28f）という。さらに、「包装令において実現されている原因者負担原則は、
　　従来の原因者負担原則といくつかの面で異なっている。しかし原因者負担原
　　則自体がそれほど明確な内容を持たない以上、包装令は原因者負担原則に反
　　しているとは考えられず、むしろ、包装令における原因者負担原則も原因者
　　負担原則の一類型と見るのが適切であろう」（p．32）としている。
（38）　ただし、消費者にはDSD利用の義務はなく、従来どおり自治体の回収シス
　　テムを利用してもよい。
（39）　事業者に関する責任という点では、厚生省生活衛生局水道環境部［1994］
　　の見解はわかりやすい。包装廃棄物については、「消費者にすべての責任があ
　　るとはいいがたいこと、必要もない過剰包装を避けることが必要であるとと
　　もに経済的手段を講じることで包装の簡素化やリサイクルしやすい素材への
　　シフトが起こることによりそれが可能となること、さらには廃棄物の発生に
　　一番影響のある者（製造、流通、販売事業者等〉に責任をとってもらうこと
　　が適当であると考えられる……こうした製造事業者等にまず負担を課す考え
　　方は、排出者負担原則（PPP原則）から外れるとの見方もあるが、最終的に
　　増加コストは消費者が負担することになること及び廃棄物に関しては、排水
　　や大気のように直接の汚濁負荷の排出者のみならず、precautionary
　　preventiveの観点から製造事業者等関係者の全てが責任を共有すべきである
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　　という概念が確立してきたことから、ドイツ等のシステムはPPPの考え方が
　　深化したものという評価が確立している」（p．110）。
（40）　熊本［1995］によると、後者の点は法案の段階で改められ、「有償で売却
　　できるものは廃棄物でないから包装廃棄物には含めないとの理由で、従来ど
　　おり市町村が売却しうるものとされ、したがって第三者機関が市町村から引
　　き取るのは市場で逆有償のものに限るとされている」（p．78）。
（41）　フランスではリサイクル率は法令には定められていない。州によって異な
　　る。
（42）　「再生資源の利用の促進に関する法律（リサイクル法）」に基づくガイド
　　ライン（通産省）による目標は、古紙利用率55％（1994年度）、ガラスびん
　　のカレット利用率55％（1995年度）、スチール缶の再資源化率60％（1995年）、
　　アルミ缶再資源化率60％（1994年度末）、プラスチック率は、発泡スチロー
　　ル製魚箱、同家電製品梱包材再資源化25％（1995年）、農業用塩化ビ三一ル
　　フィルム回収率50％である。通産省環境立地局［1994］参照。
（43）　植田［1994b］はさらに、リサイクルコストを誰が負担するかのルールが
　　決まっていないこと。その費用負担ルールをどこで、どうやって決めるかも
　　決まっていないと述べ、リサイクル率設定に疑問を投げかけている。
（44）　例えば、OECD［1991］参照。
（45）　竹下［1994］による。
（46）　官庁は、口では自治体・市民・企業の一体となった行動が必要といいなが
　　ら、実態は違うとしか考えられない。環境庁と厚生省にどちらにも「経済的
　　手法の研究会」ができ、ほぼ同じメンバーでほぼ同じ内容の答申を別々に出
　　す必要があるのか、最初から合同でやればよい。厚生省経済的手法の活用に
　　よる廃棄物減量化研究会［1993］と環境庁リサイクルのための経済的手法検
　　討会［1994］がそれである。
（47）　ただし、品川区と大田区で実施されたデポジットの実験はうまく行かなか
　　ったと報じられている。「朝日新聞」94年11月1日付参照。一方、デポジット
　　制はヨーロッパ諸国では非常にうまく機能している。この相違はなぜ生じる
　　のか。社会経済学的な研究が必要であろう。
（48）　アメリカでは主流の分別回収方法。住民が道路脇に分別・排出し、回収業
　　者が有料でそれを回収する。
（49）　熊本［1994b、1995］は、包装廃棄物回収制度よりも適正処理困難物制度
　　の拡充の方が実現可能性が高く、実効性も大きいとしている。
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